






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５３）Edmonson v. Leesville Concrete Co., Inc., 500 U.S. 614, 620（1991）.
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うるものである。しかし，ステイト・アクション法理の「拡大」適用は「国
家からの自由」という憲法の基本的性格を脅かすおそれがあることから，
この法理の発想に基づいて，公共サービスの領

域

に注目し憲法の適用範囲
を「拡大」することについては，同様のおそれを生じうるので，十分に留
意すべきである。
しかし，日本の「民営化」事業が公権力と民間事業者とによって営まれ，
その前提として，公権力が事業の枠組みを作成することからすれば，そも
そもステイト・アクション法理的発想を用いるまでもなく，公権力の活動
範囲が憲法の制約を受けると考えればすむように思われる。すなわち，公
権力が公共サービスの枠組みを作成し，当該サービスに関与し，また民間
事業者とともに業務を分担するのであれば，憲法はそうした公権力の活動
を制御できる。そして，民間事業者が公共サービスに係る業務を行う場合
は，法律によって当該事業者を制御すればよい。このように，私人間効力
論やステイト・アクション法理的な発想を持ち出さなくても，「民営化」
事業の統制には対応できると思われる。憲法の対公権力性に重要な意味を
見出す立場からすれば，こうした対応が適切である。ただし，「民営化」
された公共サービスに対して法律による適切な規制が存在し，かつ，それ
が憲法の規定と矛盾しないことが必要である。
（付記）本研究は科研費（２１７３００３５）の助成を受けたものである。
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